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1. 調査概要 
1.1 目的 

本調査は、「文京区地球温暖化対策地域推進計画」の見直しに向けて、温室効果ガス排出量

の削減目標と再生可能エネルギーの導入目標を見直すために行ったものである。 
 

1.2 調査フロー 

本調査では、図 1.1 に示すフローにより、区内の再生可能エネルギーの導入ポテンシャル
および導入状況を把握・整理し、再生可能エネルギーの将来的な導入シナリオの想定の下、

導入目標の検討を行った。 
 

 
図 1.1 本調査の構成と調査フロー 
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2. 調査結果 
2.1 国内における動向調査 

2.1.1 再エネ導入状況 
(1) 調査方法 

国、東京都、文京区における再生可能エネルギーの 2022年度の導入状況（発電容量と発電
電力量）を環境省の「自治体排出量カルテ」を基に整理した。 
また、国、東京都、文京区の導入状況を比較するため、人口と電力需要量から 1 人あたり

発電容量・再エネ比率（電力需要量に対する発電電力量の割合）に換算して整理した。 
 

(2) 調査結果 
国、東京都、文京区における再生可能エネルギーの 2022 年度の導入状況は表 2.1 に示す

とおりである。 
国全体では太陽光発電（10kW 以上）が占める割合が多く、東京都と文京区では太陽光発

電（10kW未満）が占める割合が多い傾向が見られる。 
1人あたり発電容量（計）は文京区では 0.02kW/人で、国（0.65kW/人）や東京都（0.06kW/

人）と比較すると小さい。 
また、再エネ比率（計）は文京区では 0.4%で、国（18.5%）や東京都（2.9%）と比較する

と小さい。 
 

表 2.1 再生可能エネルギーの導入状況（2022年度） 

 

 
※発電容量、発電電力量：「自治体排出量カルテ」（環境省） 
※人口：「令和 2年国勢調査」（総務省） 
※電力需要量：「電力調査統計（令和 4年度実績）」（資源エネルギー庁） 
 
 

 
  

国 都 文京区 国 都 文京区
太陽光発電 （10kW未満） 14,317,051 514,124 4,506 17,182,180 617,010 5,408

（10kW以上） 55,807,568 156,912 639 73,820,019 207,557 845
風力発電 5,058,048 3,650 0 10,988,508 7,930 0
水力発電 1,370,612 747 0 7,203,936 3,925 0
地熱発電 96,362 0 0 675,303 0 0
バイオマス発電 5,969,329 188,419 0 41,833,061 1,320,442 0

82,618,971 863,852 5,145 151,703,007 2,156,864 6,253

発電電力量（MWh）発電容量（kW）

計

エネルギー種類

国 都 文京区 国 都 文京区
太陽光発電 （10kW未満） 0.11 0.04 0.02 2.1% 0.8% 0.3%

（10kW以上） 0.44 0.01 0.00 9.0% 0.3% 0.05%
風力発電 0.04 0.00 0.00 1.3% 0.01% 0.0%
水力発電 0.01 0.00 0.00 0.9% 0.01% 0.0%
地熱発電 0.00 0.00 0.00 0.1% 0.0% 0.0%
バイオマス発電 0.05 0.01 0.00 5.1% 1.8% 0.0%

0.65 0.06 0.02 18.5% 2.9% 0.4%

再エネ比率（%）1人あたり発電容量（kW/人）
エネルギー種類

計
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2.1.2 再エネ導入ポテンシャル 
(1) 調査方法 

国、東京都、文京区における再生可能エネルギーの導入ポテンシャルを環境省の「自治体

排出量カルテ」を基に整理した。 
また、国、東京都、文京区の導入ポテンシャルを比較するため、人口と電力需要量から 1人

あたり発電容量・再エネ比率（電力需要量に対する発電電力量の割合）に換算して整理した。 
 
 

(2) 調査結果 
国、東京都、文京区における再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは表 2.2 に示すとお

りである。 
国全体では太陽光発電（土地系）や風力発電が占める割合が多く、東京都と文京区では太

陽光発電（建物系）が占める割合が多い傾向が見られる。 
1人あたり発電容量（計）は文京区では 1.08kW/人で、国（15.66kW/人）や東京都（1.79kW/

人）と比較すると小さい。また、再エネ比率（計）は国では 402.7%であるのに対し、文京区
では 20.4%、東京都では 51.4%と小さい。文京区、東京都とも導入ポテンシャルを最大限活
かしても 100%に届かないことから、省エネ等の努力で電力需要が将来的に大幅に減少しな
い限り、都外からの再エネ電力の調達が必要となると考えられる。 

 

表 2.2 再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 

 

 
※導入ポテンシャル（発電容量、発電電力量）：「自治体排出量カルテ」（環境省） 
※人口：「令和 2年国勢調査」（総務省） 
※電力需要量：「電力調査統計（令和 4年度実績）」（資源エネルギー庁） 

  

国 都 文京区 国 都 文京区
太陽光発電  建物系 455,205,293 20,022,889 259,625 598,531,973 26,965,625 345,058

 土地系 1,009,835,619 3,894,773 0 1,277,355,479 5,171,027 0
風力発電 483,732,800 641,100 0 1,262,473,431 2,296,611 0
中小水力発電  河川 8,915,932 15,506 0 50,016,439 96,035 0

 農業用水路 270,673 221 0 1,918,677 1,838 0
地熱発電  蒸気フラッシュ 15,833,499 577,693 0 110,662,071 4,045,093 0

 バイナリー 688,358 7,824 0 4,220,994 47,977 0
 低温バイナリー 919,031 5,851 21 5,635,467 35,873 127

1,975,401,205 25,165,857 259,646 3,310,814,531 38,660,079 345,185

導入ポテンシャル発電電力量（MWh）

計

エネルギー種類
導入ポテンシャル発電容量（kW）

国 都 文京区 国 都 文京区
太陽光発電  建物系 3.61 1.43 1.08 72.8% 35.8% 20.4%

 土地系 8.01 0.28 0.00 155.4% 6.9% 0.0%
風力発電 3.83 0.05 0.00 153.6% 3.1% 0.0%
中小水力発電  河川 0.07 0.00 0.00 6.1% 0.1% 0.0%

 農業用水路 0.00 0.00 0.00 0.2% 0.0% 0.0%
地熱発電  蒸気フラッシュ 0.13 0.04 0.00 13.5% 5.4% 0.0%

 バイナリー 0.01 0.00 0.00 0.5% 0.1% 0.0%
 低温バイナリー 0.01 0.00 0.00 0.7% 0.0% 0.0%

15.66 1.79 1.08 402.7% 51.4% 20.4%

エネルギー種類

計

再エネ比率（%）1人あたり発電容量（kW/人）
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2.2 区内における導入状況の整理 

2.2.1 調査方法 
区域における再生可能エネルギー導入状況は「固定価格買取制度（FIT）認定情報」（資源エネ

ルギー庁）、「住宅土地統計」（総務省）、「熱供給事業便覧」（一般社団法人 日本熱供給事業協会
は）より把握した。 

 

表 2.3 再生可能エネルギーの導入状況の把握方法 
再生可能エネルギーの種類 導入状況の把握方法 

太陽光発電 住宅用 「固定価格買取制度情報公表用ウェブサイト」の卒FIT分を推計 
事業用 

太陽熱利用 住宅用 「住宅土地統計」を基に推計 
風力発電 － －（該当するものはないと考えられる） 
中小水力発電 － －（該当するものはないと考えられる） 
バイオマス発電・熱利

用 
－ －（該当するものはないと考えられる） 

バイオマス燃料利用 － －（該当するものはないと考えられる） 
下水熱利用 事業用 熱供給事業便覧により把握 

 
 

2.2.2 調査結果 
文京区内の再生可能エネルギーの 2022 年度時点での導入状況は表 2.4 に示すとおりである。

太陽光発電の導入量は 5,145kWである。熱量換算では下水熱利用が最も多い。 
 

表 2.4 文京区内の再生可能エネルギーの導入状況（2022 年度） 
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2.3 区内における導入ポテンシャルの整理 

2.3.1 調査方法 
文京区内における再生可能エネルギー導ポテンシャルは表 2.5に示す方法で推計した。 
環境省 REPOSの「自治体再エネ情報カルテ」で一通りの再エネは整理されているものの（P.15

の表 2.9 参照）、全国の全市区町村を対象に統一的な方法による把握・整理を目的に作られたも
のであるため、区内で導入見込の高い太陽光発電・太陽熱利用については、より精緻な推計を行

った。また、地中熱利用については環境省 REPOSでは熱需要側からの推計を行っており過大な
推計値になっていることや地下構造を考慮できていないことなどから、本推計では対象としなか

った。 
バイオマスについては、環境省 REPOS で推計されていないことから、NEDO の資料等を参

考に別途推計した。 
 

表 2.5 再生可能エネルギー導入ポテンシャルの推計方法の概要 
再生可能エネルギーの種類 導入状況の把握方法 

太陽光発電 東京都の「東京ソーラー屋根台帳（ポテンシャルマップ）」、

「土地利用現況調査」データを用いて推計 
太陽熱利用 東京都の「東京ソーラー屋根台帳（ポテンシャルマップ）」、

「土地利用現況調査」データを用いて推計 
風力発電 環境省REPOSの「自治体再エネ情報カルテ」を参照 
中小水力発電 環境省REPOSの「自治体再エネ情報カルテ」、厚生労働省

「水道施設への小水力発電の導入ポテンシャル調査」を参照 
地熱発電 環境省REPOSの「自治体再エネ情報カルテ」を参照 
バイオマス発電・熱利用（木質） 公園剪定枝、街路樹剪定枝を対象に NEDO「バイオマス

賦存量・利用可能量の推計」に基づき推計 
バイオマス燃料利用（廃食用油） 家庭、ホテル・飲食業、食品小売業を対象に NEDO「バ

イオマス賦存量・利用可能量の推計」に基づき推計 
地中熱利用 対象としない 
下水熱利用 東京都の「下水熱ポテンシャルマップ」および日本下水道協

会の「下水道統計」データを用いて推計 
 
 
(1) 太陽光発電 
区内における太陽光発電の導入ポテンシャルは表 2.6に示すデータを用いて整理した。 
具体的には、「東京ソーラー屋根台帳（ポテンシャルマップ）」の GIS データに掲載の太陽

光発電の適合度・推定容量・予測発電量を基に「東京都土地利用現況調査」の建物用途、建物

階数・建築物高さ等の情報を紐付けて整理した。 
各 GISデータの参照情報は図 2.1～図 2.7に示すとおりである。 

 

表 2.6 太陽光発電の導入ポテンシャルの推計に使用したデータ 
No 資料等の名称 所管 データ時期 参照情報 

01 東京ソーラー屋根台帳（ポテンシャルマッ

プ） 
東京都 2023年度時点 太陽光発電の適合度、

推定容量、予測発電量 
02 東京都土地利用現況調査 東京都 2021年度時点 建物用途、建物階数、

建築物高さ、施設名称 
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出典：「東京ソーラー屋根台帳」（東京都、2023 年度）を基に作成。 

図 2.1 東京ソーラー屋根台帳における太陽光発電の適合度 
 

 
出典：「東京ソーラー屋根台帳」（東京都、2023 年度）を基に作成。 

図 2.2 東京ソーラー屋根台帳における太陽光発電の推定容量 
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出典：「東京ソーラー屋根台帳」（東京都、2023 年度）を基に作成。 

図 2.3 東京ソーラー屋根台帳における太陽光発電の予測発電量 
 

 
出典：「東京ソーラー屋根台帳」（東京都、2023 年度）を基に作成。 

図 2.4 東京ソーラー屋根台帳における予測日射量 
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出典：「東京都土地利用現況調査（区部）」（東京都、2021年度）を基に作成。 

図 2.5 建物現況図（建物用途） 
 

 
出典：「東京都土地利用現況調査（区部）」（東京都、2021年度）を基に作成。 

図 2.6 建物現況図（建物地上階数） 
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出典：「東京都土地利用現況調査（区部）」（東京都、2021年度）を基に作成。 

図 2.7 建物現況図（建築物高さ） 
 
 
(2) 太陽熱利用 
太陽光発電と同様に、「東京ソーラー屋根台帳（ポテンシャルマップ）」の GIS データに掲

載の太陽熱利用の適合度・設置可能集熱器面積・予測集熱量を基に「東京都土地利用現況調査」

の建物用途、建物階数・建築物高さ等の情報を紐付けて整理した（表 2.7）。 
各 GISデータの参照情報は図 2.8～図 2.10、および太陽光発電と同様の建物現況図（図 2.5

～図 2.7）に示すとおりである。 
 

表 2.7 太陽熱利用の導入ポテンシャルの推計に使用したデータ 
No 資料等の名称 所管 データ時期 参照情報 

01 東京ソーラー屋根台帳（ポテンシャルマッ

プ） 
東京都 2023年度時点 太陽熱利用の適合度、

設置可能集熱器面積、

予測集熱量 
02 東京都土地利用現況調査 東京都 2021年度時点 建物用途、建物階数、

建築物高さ、施設名称 
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出典：「東京ソーラー屋根台帳」（東京都、2023 年度）を基に作成。 

図 2.8 東京ソーラー屋根台帳における太陽熱利用の適合度 
 

 
出典：「東京ソーラー屋根台帳」（東京都、2023 年度）を基に作成。 

図 2.9 東京ソーラー屋根台帳における太陽熱利用の設置可能集熱器面積 
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出典：「東京ソーラー屋根台帳」（東京都、2023 年度）を基に作成。 

図 2.10 東京ソーラー屋根台帳における太陽熱利用の予測集熱量 
 

(3) 風力発電 
環境省 REPOSの「自治体再エネ情報カルテ」の陸上風力発電の情報を参照した。 

 
(4) 中小水力発電 
環境省 REPOSの「自治体再エネ情報カルテ」の河川部における中小水力発電の情報を参照

した。 
また、上水道施設を対象とした厚生労働省の「水道施設への小水力発電の導入ポテンシャル

調査業務関東ブロック報告書」（2016年 3月）における調査結果も参照した。 
 

(5) 地熱発電 
環境省 REPOSの「自治体再エネ情報カルテ」を参照した。 

 
(6) バイオマス発電・熱利用（木質） 
公園剪定枝、街路樹剪定枝を対象に、NEDOの「バイオマス賦存量・利用可能量の推計」に

基づき「文京区みどりの基本計画」に掲載の都市公園面積と街路樹本数を用いて下記の式によ

り推計した。 
 
■公園剪定枝 
公園剪定枝の発生量 [DW-t/年] 
＝ 都市公園面積 [ha] × 公園面積あたり剪定枝発生量 [t/ha･年] × { 1 - 含水率 [%]} 
公園剪定枝の利用可能量 [DW-t/年] 
＝公園剪定枝の発生量 [DW-t/年] × 利用可能割合 [%] 
公園剪定枝の導入ポテンシャル量（発電量） [MWh/年] 
＝公園剪定枝の利用可能量 [DW-t/年] × 低位発熱量 [GJ/DW-t] × 発電効率 [%] 
 ÷単位換算係数 [GJ/MWh] 



13 
 

公園剪定枝の導入ポテンシャル量（発電容量） [kW] 
＝公園剪定枝の導入ポテンシャル量（発電量） [MWh/年]  
÷ { 設備利用率 [%] × 年間時間数 [h/年] } ÷ 1,000 
公園剪定枝の導入ポテンシャル量（熱利用量） [GJ/年] 
＝公園剪定枝の利用可能量 [DW-t/年] × 低位発熱量 [GJ/DW-t] ×ボイラー効率 [%] 

 
■街路樹剪定枝 
街路樹剪定枝の発生量 [DW-t/年] 
＝ 街路樹本数 [本] × 街路樹 1本あたり剪定枝発生量 [t/本･年] × { 1 - 含水率 [%]} 
街路樹剪定枝の利用可能量 [DW-t/年] 
＝街路樹剪定枝の発生量 [DW-t/年] × 利用可能割合 [%] 
街路樹剪定枝の導入ポテンシャル量（発電量） [MWh/年] 
＝街路樹剪定枝の利用可能量 [DW-t/年] × 低位発熱量 [GJ/DW-t] × 発電効率 [%] 
 ÷単位換算係数 [GJ/MWh] 
街路樹剪定枝の導入ポテンシャル量（発電容量） [kW] 
＝街路樹剪定枝の導入ポテンシャル量（発電量） [MWh/年]  
÷ { 設備利用率 [%] × 年間時間数 [h/年] } ÷ 1,000 
街路樹剪定枝の導入ポテンシャル量（熱利用量） [GJ/年] 
＝街路樹剪定枝の利用可能量 [DW-t/年] × 低位発熱量 [GJ/DW-t] ×ボイラー効率 [%] 

 
 

(7) バイオマス燃料利用（廃食用油） 
家庭、ホテル・飲食業、食品小売業を対象に NEDO の「バイオマス賦存量・利用可能量の

推計」に基づき住民基本台帳世帯数（2021 年 6 月）と経済センサス活動調査（2021 年 6 月）
の従業者数を用いて下記の式により推計した。 
 
■家庭 
廃食用油の導入ポテンシャル量（熱利用量） [GJ/年] 
＝ 世帯数 [世帯] × 食用油購入量 [kg/世帯･年] × 廃食用油発生率 [%] 
÷ 廃食用油密度 [kg/L] × 標準発熱量 [GJ/L] 

 
■事業所（外食系、小売系） 
廃食用油の導入ポテンシャル量（熱利用量） [GJ/年] 
＝ 業種別従業者数 [人] × 残渣発生原単位 [kg/人･年] × 残渣中の廃食用油割合 [%] 
÷ 廃食用油密度 [kg/L] × 標準発熱量 [GJ/L] × 利用可能割合 [%] 

※業種別従業者数：外食系はホテル・飲食業、小売系は食品小売業を対象とした。 
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(8) 下水熱利用 
文京区内の公共下水道内には湯島ポンプ所と後楽ポンプ所の 2か所のポンプ所がある。湯島

ポンプ所では汚水、後楽ポンプ所では雨水を排水・揚水している。下水熱は主に汚水に由来す

るものであることから、湯島ポンプ所での汚水総量を用いて下記の式により推計した。 
 
■下水熱利用 
下水熱利用の導入ポテンシャル量（熱利用量） [GJ/年] 
＝湯島ポンプ所における年間汚水総量 [m3/年] × 下水流量あたり熱量 [GJ/m3]  

 

 
出典：「下水熱ポテンシャルマップ(2)三河島処理区」（東京都） 

図 2.11 下水熱ポテンシャルマップ 
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2.3.2 調査結果 
文京区内の再生可能エネルギー導入ポテンシャル量は表 2.8のとおりである。 
発電容量・発電量は太陽光発電が大部分を占める。 
熱量では太陽熱利用が最も多いが、太陽熱利用は太陽光発電と建物が重複しているものが多数

含まれる。そのため、実際に太陽光発電が導入される建物では、太陽熱利用の導入はスペース的

に難しくとなると考えられる。 
参考として、環境省 REPOSによる文京区内の再生可能エネルギーの賦存量・導入ポテンシャ

ル量を表 2.9 に示す。本推計結果での太陽光発電の導入ポテンシャル量は 142,235kW であり、

環境省 REPOSの導入ポテンシャル量（259,625kW）の約 1/2相当である。 
 

表 2.8 文京区内の再生可能エネルギーの導入ポテンシャル量 

 
 ※太陽光発電と太陽熱利用は同一建物で重複して計上されている。 

 

表 2.9 REPOS による文京区内の再生可能エネルギー導入ポテンシャル【参考】 
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(1) 太陽光発電 
「東京ソーラー屋根台帳（ポテンシャルマップ）」により把握した文京区内の適合度は表 

2.10 に示すとおりで、区内の 37,469 棟の建物のうち 71.2%に相当する 26,683 棟が適合度が
“適”であった。本調査では、適合度が“適”と判定されているものを区内の太陽光発電の導

入ポテンシャル量とした。 
区内の太陽光発電の発電容量は全体で 182,114kWで、そのうち適合度が“適”であるもの

は 142,235 kWであった。 
建物 1棟あたり発電容量は区全体では 5kW/棟であったが、地区により差が見られた。 

 

表 2.10 太陽光発電の適合度 

 
 

 
図 2.12 文京区の地区図 
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区内の太陽光発電の導入ポテンシャル量について、「東京都土地利用現況調査」による建物

用途と紐付けて整理したものを表 2.11～表 2.14に示す。 
太陽光発電の導入ポテンシャルが見込まれる建物棟数は住宅が多く、地区別では千石・千駄

木・白山・本駒込で多い傾向が見られる（表 2.11）。 
適合度：適の割合は、住宅、工場、厚生医療施設で高く、事務所や商業施設等で低い傾向が

見られる（表 2.12）。 
 

表 2.11 太陽光発電の導入ポテンシャル（建物棟数）  

 
 

表 2.12 太陽光発電の導入ポテンシャル（適合度：適の割合）  
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太陽光発電の導入ポテンシャル（発電容量・予想発電量）は、建物棟数と同様に住宅が多い

ほか、教育文化施設でも多い傾向が見られる（表 2.13、表 2.14）。 
地区別では、千石・千駄木・白山・本駒込のほか、大塚・小石川・本郷でも多い傾向が見ら

れる。 
 

表 2.13 太陽光発電の導入ポテンシャル（発電容量：kW）  

 
 

表 2.14 太陽光発電の導入ポテンシャル（予想発電量：MWh/年）  
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建物 1棟あたり発電容量は表 2.15に示すとおりで、後楽の宿泊・遊興施設、スポーツ・興
行施設で大きい傾向が見られる。この傾向は東京ドームによるものである。その他、大塚・春

日・本駒込・本郷においてもスポーツ・興行施設の建物 1棟あたり発電容量が大きい傾向が見
られる。 

 

表 2.15 太陽光発電の導入ポテンシャル（建物1棟あたり発電容量：kW/棟）  
■東京ドームを含む 

 
 
■東京ドームを含まない 

 
  

計
官公庁施設 教育文化施設 厚生医療施設 供給処理施設 事務所建築物 専用商業施設 住商併用建物 宿泊・遊興施設 スポーツ・興行施設 独立住宅 集合住宅 専用工場 住居併用工場 倉庫運輸関係施設 農林漁業施設 不明

大塚 34 35 18 - 10 12 3 2 70 2 8 6 3 18 - 3 6
音羽 - 7 23 11 17 - 10 - - 2 11 15 2 - - 14 8
春日 36 34 44 - 6 - 4 - 62 3 14 6 1 39 - 14 10
小石川 18 28 14 - 16 3 4 32 7 2 10 52 3 2 - 11 6
後楽 - 16 1 - 22 19 4 - - 2 10 5 3 19 - 2 9
小日向 - 23 51 9 7 4 3 - - 3 9 - 2 23 - 6 5
水道 6 17 11 - 8 5 4 - - 2 10 18 3 47 - 3 6
関口 - 22 22 - 16 9 4 38 - 3 14 5 4 13 - 5 9
千石 21 24 14 13 9 2 3 - 8 2 9 3 3 12 - 5 4
千駄木 - 28 23 - 7 8 3 27 - 2 8 3 3 4 - 4 4
西片 25 20 8 - 7 - 4 - - 3 9 - - 9 - 2 4
根津 - 23 15 - 8 3 3 1 - 2 7 4 2 7 - 2 4
白山 20 25 14 12 9 12 3 10 - 2 8 4 3 6 - 3 4
本駒込 32 24 12 5 8 13 3 3 53 3 8 3 4 7 - 4 4
本郷 44 52 71 15 9 16 4 14 93 2 10 2 3 8 - 2 9
向丘 - 21 28 - 7 - 3 7 - 2 7 8 3 - - 2 5
目白台 4 32 15 - 22 4 4 - - 2 7 11 3 2 - 3 5
弥生 - 37 13 - 13 - 5 - - 3 7 2 6 5 - 5 8
湯島 50 45 49 2 10 6 5 6 - 3 11 - 3 2 - 6 10
区全体 29 31 24 10 11 9 3 15 52 2 9 11 3 12 - 4 5

建物用途
地区（町）
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また、2022～2024年度に工事中の建物等は「東京ソーラー屋根台帳（ポテンシャルマップ）」
「東京都土地利用現況調査」でカバーされないため、比較的敷地面積の大きい主要な施設を対

象に別途整理した（表 2.16）。 
 

表 2.16 太陽光発電の導入ポテンシャルの追加対象（案） 
No 施設名 所在地 状況 
01 都営第２大塚アパート１号棟 文京区大塚４丁目２４−１ 区境のため 
02 都営第２大塚アパート２号棟 文京区大塚４丁目２１ 区境のため 
03 サミットストア 新大塚千川通り店 文京区大塚４丁目４ 2024年工事中（倉庫） 

店舗本体は豊島区 
04 戸建住宅３軒  文京区千石３丁目１０−１７ほ

か 
2022～2024年に建て替えられた 

05 集合住宅 文京区千石３丁目３９−１０ 2022～2024年に建て替えられた（太陽
光あり） 

06 戸建住宅・集合住宅数軒  文京区千石４丁目１−２１ 2022～2024年に建て替えられた 
07 ㈱交友社 東京支店 文京区本駒込６丁目７−１１ 2023～2024年に改修または建て替えら

れた（太陽光あり） 
08 鈴木木工  文京区本駒込６丁目１２−１９ 2022～2024年に建て替えられた 
09 京華高等学校 文京区白山５丁目６−６ 2022～2024年に建て替えられた 
10 誠之小学校 文京区西片２丁目１４−６ 2021～2023年に一部建て替えられた 
11 共同印刷跡地 → リビオシティ文

京小石川 
文京区小石川４丁目１４−１７ 2022～2024年建替工事中（一部解体途

中の状態のデータ） 
12 ビル 文京区本郷５丁目５−１６ 2022～2024年建替工事中 
13 元町小学校跡地 → 活用施設・保

全施設 
文京区本郷１丁目１ 2021～2024年建替工事中 

14 桜蔭学園東館 文京区本郷１丁目９ 2021～2023年に一部建て替えられた 
15 後楽園会館跡地 → 小石川地方合

同庁舎（仮称） 
文京区後楽１丁目７−１９ 2022～2024年建替工事中 

16 ドーミー目白台 文京区目白台１丁目５−８ 2021～2023年に建てられた 
17 東京音楽大学目白台学生寮  文京区目白台３丁目１−３ 2022～2024年建替工事中 
18 東京音楽大学附属高等学校 → マ

ンション 
文京区関口３丁目１２－１ 2022～2023年に建て替えられた 

19 グランドメゾン目白坂テラス 文京区関口２丁目４−４ 2022～2024年建設工事中 
20 国家公務員小日向住宅跡地（小日向

二丁目国有地） 
文京区小日向２丁目１４ 2017年～更地 
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(2) 太陽熱利用 
「東京ソーラー屋根台帳（ポテンシャルマップ）」により把握した文京区内の太陽熱利用の

適合度は表 2.17に示すとおりで、区内の 37,469棟の建物のうち 78.6%に相当する 29,469棟
で適合度が“適”であった。本調査では、太陽光発電と同様に、適合度が“適”と判定されて

いるものを区内の太陽熱利用の導入ポテンシャル量とした。 
太陽熱利用の予測集熱量は全体で 3,435,659GJ/年で、そのうち適合度が“適”であるものは

3,059,124 GJ/年であった。 
建物 1棟あたり予測集熱量は区全体では 100GJ/棟前後であったが、地区により差が見られ、

後楽で大きい傾向が見られる。 
 

表 2.17 太陽熱利用の適合度 
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区内の太陽熱利用の導入ポテンシャル量について、「東京都土地利用現況調査」による建物

用途と紐付けて整理したものを表 2.18～表 2.21に示す。 
太陽熱利用の導入ポテンシャルが見込まれる建物棟数は住宅が多く、地区別では千石・千駄

木・白山・本駒込で多い傾向が見られる（表 2.18）。 
適合度：適の割合は、住宅、工場、厚生医療施設で高く、商業施設等で低い傾向が見られる

（表 2.19）。 
 

表 2.18 太陽熱利用の導入ポテンシャル（建物棟数）  

 
 

表 2.19 太陽熱利用の導入ポテンシャル（適合度：適の割合）  
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太陽熱利用の導入ポテンシャル（予測集熱量）は、建物棟数と同様に住宅が多いほか、教育

文化施設でも多い傾向が見られる（表 2.20）。地区別では、千石・千駄木・白山・本駒込のほ
か大塚・小石川・本郷でも多い傾向が見られる。 
建物 1棟あたり予測集熱量は表 2.21に示すとおりで、後楽の宿泊・遊興施設、スポーツ・

興行施設で大きい傾向が見られる。この傾向は東京ドームによるものである。また、本郷・湯

島などにおいては厚生医療施設の建物 1棟あたり予測集熱量が大きい傾向が見られる。 
 

表 2.20 太陽熱利用の導入ポテンシャル（予測集熱量：GJ/年）  

 
 

表 2.21 太陽熱利用の導入ポテンシャル（建物1棟あたり予測集熱量：GJ/棟）  
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(3) 風力発電 
環境省 REPOSの「自治体再エネ情報カルテ」により把握した文京区内の風力発電の導入ポ

テンシャル量はゼロであった。 
 

表 2.22 風力発電の導入ポテンシャル量 
区分 発電容量 

（kW） 
発電量 

（kWh/年） 出典等 

風力発電（陸上風力） 0 0 「自治体再エネ情報カルテ」（環境省） 
 
 

(4) 中小水力発電 
環境省 REPOSの「自治体再エネ情報カルテ」により把握した文京区内の風力発電の導入ポ

テンシャル量はゼロであった。 
また、上水道施設を対象とした厚生労働省の「水道施設への小水力発電の導入ポテンシャル

調査業務関東ブロック報告書」（2016年 3月）における調査結果でも、区内の該当箇所はゼロ
であった。 

 

表 2.23 中小水力発電の導入ポテンシャル量 

区分 発電容量 
（kW） 

発電量 
（kWh/年） 出典等 

中小水力発電（河川部） 0 0 「自治体再エネ情報カルテ」（環境省） 
中小水力発電（農業用水路） 0 0 「自治体再エネ情報カルテ」（環境省） 
中小水力発電（上水道施設） 0 0 「水道施設への小水力発電の導入ポテン

シャル調査業務関東ブロック報告書」

（厚生労働省） 
 
 

(5) 地熱発電 
環境省 REPOSの「自治体再エネ情報カルテ」により把握した文京区内の地熱発電の導入ポ

テンシャル量は発電容量 21kW、発電量 127,300kWh/年であった。その内訳は、比較的低温
（53℃～120℃）の地熱資源を用いる低温バイナリーのみであった。 

 

表 2.24 地熱発電の導入ポテンシャル量 
区分 発電容量 

（kW） 
発電量 

（kWh/年） 出典等 

地熱発電（蒸気フラッシュ） 0 0 「自治体再エネ情報カルテ」（環境省） 
地熱発電（バイナリー） 0 0 「自治体再エネ情報カルテ」（環境省） 
地熱発電（低温バイナリー） 21 127,300 「自治体再エネ情報カルテ」（環境省） 
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(6) バイオマス発電・熱利用（木質） 
文京区内の公園剪定枝と街路樹剪定枝によるバイオマス発電・熱利用の導入ポテンシャル量

は表 2.25 に示すとおりである。公園剪定枝と街路樹剪定枝の発生量はほぼ同程度であるが、
量的に少なく、合計で 7kWしか見込めない。 

 

表 2.25 バイオマス発電・熱利用（木質）の導入ポテンシャル量 

区分 剪定枝発生量 
（t/年） 

剪定枝利用可能量 
（t/年） 

発電容量 
（kW） 

発電量 
（kWh/
年） 

熱利用量 
（GJ/年） 

公園剪定枝 97 69 4 30 457 
街路樹剪定枝 76 54 3 23 358 
計 174 124 7 53 815 

 
 
■公園剪定枝の導入ポテンシャル量 

推計方法の考え方 
都市公園面積に公園面積あたり剪定枝発生量と利用可能割合等を乗じて推計。 
推計式 
公園剪定枝の発生量 [66 DW-t/年] 
＝ ①都市公園面積 [56.95 ha]× ②公園面積あたり剪定枝発生量 [1.71 t/ha･年] 

× { 1 - ③含水率 [32.6 %] } 
 
公園剪定枝の利用可能量 [47 DW-t/年] 
＝公園剪定枝の発生量 [66 DW-t/年]× ④利用可能割合 [71.3 %] 

 
公園剪定枝の導入ポテンシャル量（発電量）[30 MWh/年] 
＝公園剪定枝の利用可能量 [47 DW-t/年] × ⑤低位発熱量 [11.5 GJ/DW-t]  
×⑥発電効率 [20 %] ÷ 単位換算係数 [3.6 GJ/MWh] 

 
公園剪定枝の導入ポテンシャル量（発電容量） [4 kW] 
＝公園剪定枝の導入ポテンシャル量（発電量） [30 MWh/年]  
÷ { ⑦設備利用率 [87%] × 年間時間数 [8,760h/年] } ÷単位換算係数 [1,000 kW/MW] 

 
公園剪定枝の導入ポテンシャル量（熱利用量） [457 GJ/年] 
＝公園剪定枝の利用可能量 [47 DW-t/年] × ⑤低位発熱量 [11.5 GJ/DW-t]   
×⑧ボイラー効率 [85 %] 

 
 データ名 出典 
① 都市公園面積 56.95 ha 「文京区みどりの基本計画」(2020年 3月) P.17 2019

年値 
② 公園面積あたり剪定枝発生量 1.71 t/ha･年 「バイオマス賦存量・有効可能利用量の推計」（NEDO） 
③ 含水率 32.6 % 「バイオマス賦存量・有効可能利用量の推計」（NEDO） 
④ 利用可能割合 71.3 % 「バイオマス賦存量・有効可能利用量の推計」（NEDO） 
⑤ 低位発熱量 11.5 GJ/DW-t 「バイオマス賦存量・有効可能利用量の推計」（NEDO） 
⑥ 発電効率 20 % 「バイオマスエネルギー導入ガイドブック（第４版）」

（NEDO, 2015年 9月）P.64 
⑦ 設備利用率 87 % 「各電源の諸元一覧」（資源エネルギー庁発電コスト検証

ワーキンググループ、2015年 5月）P.13木質専焼 
⑧ ボイラー効率 85 % ｢新エネルギーガイドブック 2008｣（NEDO、2008年 3

月）P.172 
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■街路樹剪定枝の導入ポテンシャル量 

推計方法の考え方 
街路樹本数に樹木 1本あたり発生量と利用可能割合等を乗じて推計。 
推計式 
街路樹剪定枝の発生量 [51 DW-t/年] 
＝ ①街路樹本数 [4,865 本]× ②街路樹 1本あたり剪定枝発生量 [11.1 kg/本･年] 

× { 1 - ③含水率 [32.6 %] } 
 
街路樹剪定枝の利用可能量 [37 DW-t/年] 
＝街路樹剪定枝の発生量 [51 DW-t/年]× ④利用可能割合 [71.3 %] 

 
街路樹剪定枝の導入ポテンシャル量（発電量）[23 MWh/年] 
＝街路樹剪定枝の利用可能量 [37 DW-t/年] × ⑤低位発熱量 [11.5 GJ/DW-t]  
×⑥発電効率 [20 %] ÷ 単位換算係数 [3.6 GJ/MWh] 

 
街路樹剪定枝の導入ポテンシャル量（発電容量） [3 kW] 
＝街路樹剪定枝の導入ポテンシャル量（発電量） [23 MWh/年]  
÷ { ⑦設備利用率 [87%] × 年間時間数 [8,760h/年] } ÷単位換算係数 [1,000 kW/MW] 

 
街路樹剪定枝の導入ポテンシャル量（熱利用量） [358 GJ/年] 
＝街路樹剪定枝の利用可能量 [37 DW-t/年] × ⑤低位発熱量 [11.5 GJ/DW-t]   
×⑧ボイラー効率 [85 %] 

 
 データ名 出典 
① 街路樹本数 4,865 本 「文京区みどりの基本計画」(2020年 3月)  

② 街路樹 1本あたり剪定枝発生量 11.1 kg/本･年 「都市緑地における樹木を中心とした炭素循環モデルに
関する研究-北海道札幌市を事例として」（環境情報科学
論文集/Vol.22） 

③ 含水率 32.6 % 「バイオマス賦存量・有効可能利用量の推計」（NEDO） 
④ 利用可能割合 71.3 % 「バイオマス賦存量・有効可能利用量の推計」（NEDO） 
⑤ 低位発熱量 11.5 GJ/DW-t 「バイオマス賦存量・有効可能利用量の推計」（NEDO） 
⑥ 発電効率 20 % 「バイオマスエネルギー導入ガイドブック（第４版）」

（NEDO, 2015年 9月）P.64 
⑦ 設備利用率 87 % 「各電源の諸元一覧」（資源エネルギー庁発電コスト検証

ワーキンググループ、2015年 5月）P.13木質専焼 
⑧ ボイラー効率 85 % ｢新エネルギーガイドブック 2008｣（NEDO、2008年 3

月）P.172 
 
 

(7) バイオマス燃料利用（廃食用油） 
文京区内の廃食用油によるバイオマス燃料利用の導入ポテンシャル量は表 2.26に示すとお

りである。発生源別では外食系（ホテル・飲食業）が最も多く見込まれる。 
 

表 2.26 バイオマス燃料利用（廃食用油）の導入ポテンシャル量 

区分 
廃食用油 
発生量 
（L/年） 

廃食用油 
利用可能量 
（L /年） 

熱量換算 
（GJ/年） 

家庭 255,233 255,233 9,086 
事業所（外食系） 1,309,066 523,626 18,641 
事業所（小売系） 370,503 77,806 2,770 
計 1,934,802 856,665 30,497 
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■家庭の導入ポテンシャル量 

推計方法の考え方 
世帯数に世帯あたり食用油購入量と廃食用油発生率等を乗じて推計。 
推計式 
導入ポテンシャル（9,086GJ/年] 
＝ 廃食用油発生量（255,233L/年]× ⑤単位発熱量（35.6MJ/L]× 0.001（GJ/MJ] 
廃食用油発生量（255,233 L/年] 
＝ ①世帯数（123,702世帯]× ②世帯あたり食用油購入量（8.733kg/世帯･年] 
× ③廃食用油発生率（21.5%]× ④食用油密度（0.91kg/L] 

 データ名 出典 
① 世帯数 123,702世帯 「文京区人口統計資料」（2021年 6月 1日時点） 

② 世帯あたり食用油購入量 8.733 kg/世帯･年 「家計調査」（総務省、2021年）の東京都区部の二
人以上世帯の値 

③ 廃食用油発生率 21.5 % 「『廃油の燃料循環利用システム構想事業化検討』
業務委託報告書｣（愛知県、2014年）P.30 

④ 食用油密度 0.91 kg/L 「『廃油の燃料循環利用システム構想事業化検討』
業務委託報告書｣（愛知県、2014年）P.30 

⑤ 単位発熱量 35.6 MJ/L 「エネルギー源別標準発熱量・炭素排出係数（2018
年度改訂）の解説（2022年 11月更新）」（資源エネ
ルギー庁）のバイオディーゼルの値 

 
 
■事業所（外食系）の導入ポテンシャル量 

推計方法の考え方 
宿泊業・飲食業・持ち帰り配達飲食サービス業の従業者数に、従業者 1人あたり食用残渣発生量
と廃食用油割合等を乗じて推計。 
推計式 
導入ポテンシャル [18,641GJ/年] 
＝ 廃食用油利用可能量 [523,626 L/年]× ⑥単位発熱量 [35.6MJ/L]× 0.001 [GJ/MJ] 
廃食用油利用可能量 [523,626 L/年] 
＝ 廃食用油発生量 [1,309,066 L/年]× ｛1 － ⑤既利用率 [60%]｝ 
廃食用油発生量 [1,309,066 L/年] 
＝ ①外食系従業者数 [12,954人]× ②従業者 1人あたり食用残渣発生量 [836kg/人･年] 
× ③廃食用油割合 [11%]× ④廃食用油密度 [0.91kg/L] 

 データ名 出典 
① 従業者数（宿泊業） 2,202人 「経済センサス活動調査」（経済産業省、2021年） 

従業者数（飲食業） 9,423人 「経済センサス活動調査」（経済産業省、2021年） 

従業者数（持ち帰り配達飲食サービス

業） 
1,329人 「経済センサス活動調査」（経済産業省、2021年） 

② 従業者 1人あたり食用残渣発生量 836 kg/人･年 食品リサイクル法に基づく飲食店の基準発生原単位 
152kg/百万円に、従業者 1人当たり売上高 550万円
を乗じて設定 

③ 廃食用油割合 11 % 「平成 19年度食品循環資源の再生利用等実態調査｣
（環境省、2007年）食品廃棄物等の種類別発生割
合の外食産業の 5年間平均 

④ 食用油密度 0.91 kg/L 「『廃油の燃料循環利用システム構想事業化検討』
業務委託報告書｣（愛知県、2014年）P.30 

⑤ 既利用率 60 % 「平成 19年度食品循環資源の再生利用等実態調査｣
（環境省、2007年）廃食用油の再生利用率の外食
産業の 5年間平均 

⑥ 単位発熱量 35.6 MJ/L 「エネルギー源別標準発熱量・炭素排出係数（2018
年度改訂）の解説（2022年 11月更新）」（資源エネ
ルギー庁）のバイオディーゼルの値 
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■事業所（小売系）の導入ポテンシャル量 

推計方法の考え方 
飲食料品小売業の従業者数に、従業者 1 人あたり食用残渣発生量と廃食用油割合等を乗じて推
計。 
推計式 
導入ポテンシャル [2,770GJ/年] 
＝ 廃食用油利用可能量 [77,806L/年]× ⑥単位発熱量 [35.6MJ/L]× 0.001 [GJ/MJ] 
廃食用油利用可能量 [77,806L/年] 
＝ 廃食用油発生量 [370,503 L/年]× ｛1 － ⑤既利用率 [79%]｝ 
廃食用油発生量 [370,503 L/年] 
＝ ①小売系従業者数 [4,283人]× ②従業者 1人あたり食用残渣発生量 [1,312kg/人･年] 
× ③廃食用油割合 [6%]× ④廃食用油密度 [0.91kg/L] 

 データ名 出典 
① 従業者数（飲食料品小売業） 4,283人 「経済センサス活動調査」（経済産業省、2021年） 

② 従業者 1人あたり食用残渣発生量 1,312 kg/人･
年 

食品リサイクル法に基づく小売業の基準発生原単位
65.6kg/百万円に、従業者 1人当たり売上高 2,000万
円を乗じて設定 

③ 廃食用油割合 6 % 「平成 19年度食品循環資源の再生利用等実態調査｣
（環境省、2007年）食品廃棄物等の種類別発生割
合の食品小売業の 5年間平均 

④ 食用油密度 0.91 kg/L 「『廃油の燃料循環利用システム構想事業化検討』
業務委託報告書｣（愛知県、2014年）P.30 

⑤ 既利用率 79 % 「平成 19年度食品循環資源の再生利用等実態調査｣
（環境省、2007年）廃食用油の再生利用率の食品
小売業の 5年間平均 

⑥ 単位発熱量 35.6 MJ/L 「エネルギー源別標準発熱量・炭素排出係数（2018
年度改訂）の解説（2022年 11月更新）」（資源エネ
ルギー庁）のバイオディーゼルの値 
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(8) 下水熱利用 
文京区内の下水熱利用の導入ポテンシャル量は表 2.27に示すとおりである。湯島ポンプ所

で揚水・排水される汚水総量から求まる熱利用量は 1,039,687GJ/年となる。 
 

表 2.27 下水熱利用の導入ポテンシャル量 
施設名 汚水総量 

（m3/年） 
下水流量あたり熱量 

（GJ/ m3） 
熱利用量 
（GJ/年） 

湯島ポンプ所 49,508,928 21 1,039,687 
 

 
■下水熱利用の導入ポテンシャル量 

推計方法の考え方 
世帯数に世帯あたり食用油購入量と廃食用油発生率等を乗じて推計。 
推計式 
導入ポテンシャル[1,039,687GJ/年] 
＝ ①湯島ポンプ所の汚水総量[249,508,928 m3/年]× 下水流量あたり熱量 [21MJ/m3] 
× 0.001 [GJ/MJ] 

下水流量あたり熱量[21MJ/m3] 
＝ ②下水流量[10万m3/日]× ③下水ポテンシャル熱量[2,093GJ/日]× 1,000 [M/GJ] 
 データ名 出典 
① 湯島ポンプ所の汚水総量 49,508,928 m3/年 「下水道統計」（下水道協会、2020年） 

② 下水流量 10万m3/日 「下水熱ポテンシャルマップ」（東京都下水道局） 

③ 下水ポテンシャル熱量 2,093GJ/日 「下水熱ポテンシャルマップ」（東京都下水道局） 
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